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本日の議論

• 前回の本検討会では、同時市場の導入の是非を判断する上で整理が必要と考えられる論点を

中心に、課題や検討の方向性について幅広く御議論をいただいた。

• 前回の御議論を踏まえ、今後の本検討会では、数回にわたり、同時市場の中核となる機能

（入札、約定、精算等）に関して残されている論点を取り扱い、一定の整理を行うこととし

たい。

• ついては、本日は、主に入札に関する論点について御議論いただきたい。
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（参考）検討予定の論点

第13回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年2月19日）資料３より抜粋

今回検討の論点

時間前市場における入札
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１．週間運用・前日市場以前の起動の仕組み

２．市場運営等に関する事項

３．発電事業者等の売り入札

４．小売電気事業者等の買い入札
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電源の週間運用と前日市場以前の起動の仕組み

• 前回の本検討会では、揚水発電等を想定した週間運用や、起動に長時間を要する電源の起動の仕組みに

ついて、①週間SCUCを用いること、②発電BGに電源起動を指令する仕組みが必要であること、③起動

電源については前日市場において発電費用の回収を可能とすること等が提案され、主に以下の意見が

あった。

➢ 今後、非効率石炭火力を中心に、kWhを抑制してkWを維持していくという方針が示されている中で、供給力と

して一定程度貢献していくためには、このような仕組みが必要であると考えている。なお、前日市場に先行して

起動したことに伴う費用回収については、基本的には前日市場で回収する方向かと思われるが、レアケースとし

て、前日市場で約定しなかった場合の回収の考え方についても整理しておくことが必要。

• この点も含め、電源の週間運用と前日市場以前の起動の仕組みについて改めて整理をすると、次ページ

に示すような仕組みが考えられるか。



• 前回検討会までの議論を踏まえると、前日市場以前の電源運用については、おおむね以下の形か。
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電源の週間運用と前日市場以前の起動の仕組み（続き）

１ 計画提出

• 発電事業者・小売電気事業者は、発電販売計画・需要調達計画として、週間計画、翌々日計画、翌日計画

等を提出する。各計画の記載内容、提出方法（同時市場、広域機関、送配電事業者の情報連携の在り方を

含む）等は今後の検討が必要か。

• 発電事業者は、計画提出時に電源情報も登録する（特に更新がない限り、既登録のものが引き継がれる）。

２ 週間SCUC

• 送配電事業者（又は同時市場運営者）は、前項の提出計画を踏まえ、毎日、翌日から１週間を対象とした

SCUCを行う。揚水発電等の週間運用はこの週間SCUCを用いて行うことも可能。具体的には、発電事業者の

選択に基づき、週間SCUCの結果を前日市場におけるSCUC・SCEDの制約条件とする運用方法によって、市場

約定を通じて貯水池の水位管理を行うこともできる。

３ 起動指令

• 週間計画により、起動に長時間を要する電源について起動の必要があると判断される場合には、送配電事

業者（又は同時市場運営者）は、当該電源に対し起動指令を行う。指令を受けた発電事業者は、起動指令

に応じた起動を行い、それを織り込んだ発電計画を作成・提出する。

４ 市場入札

• 発電事業者は、前項の起動電源を前日同時市場に市場計画電源として入札する。週間計画上必要と判断さ

れたこと、前日SCUC・SCEDが最新の電源データ（電源が起動済であること）に基づいて行われることを踏

まえると、当該電源はほとんどの場合に約定すると考えられるが、不落の場合でも起動費等は補償される。

５ アップリフト
• 約定電源についての発電費用の未回収部分はアップリフトとして補償の対象となる。なお、アップリフト

の算定対象期間を１日とする場合、起動に24時間以上を要する電源等の補償費用の計算方法は検討が必要。
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（参考）需要調達計画・発電販売計画

送配電等業務指針（電力広域的運営推進機関）（平成27年4月28日施行、令和7年4月1日変更）から抜粋

• 現行制度において、需要調達計画及び発電販売計画等については以下のとおりの提出が求められている。
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（参考）同時市場における週間計画の方向性

第11回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年8月19日）資料4から抜粋
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１．週間運用・前日市場以前の起動の仕組み

２．市場開設等に関する事項

３．発電事業者等の売り入札

４．小売電気事業者等の買い入札
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同時市場の開設・参加に関する詳細事項

• 同時市場の導入に当たっては、同時市場の開設・運営や事業者の市場参加に関する詳細な事項（開催時

刻、参加資格、取引単位等）を定める必要もある。もっとも、これらの点については、同時市場の導入

が決定され、市場の詳細設計が行われる段階で、その時点の市場環境や技術的な要請を考慮して決定す

ることでよいのではないか。

• 他方、本検討会の議論の参考として、暫定的なイメージを示すと、以下のような形が考えられるか。

➢ 開催時刻：翌日計画を引き続き午前12時提出とする場合、前日市場は現在同様午前10時入札締切か。

➢ 参加資格：現在のJEPXの会員資格に準じ、小売電気事業者、発電事業者、DR事業者・アグリゲーター等（接続

供給契約、発電量調整供給契約、需要抑制量調整供給契約を締結している者）及び調整力の取引を踏まえ、一般

送配電事業者とすることが考えられるか。ただし、同時市場導入までの議論や制度の進捗を反映させることが必

要。

➢ 取引単位：現行制度を踏まえると、入札時間単位は30分（１日48コマ）等で、kWh市場は0.1MW（１コマ当た

り50kWh）、調整力市場は最低入札量１MW、刻み幅１kWとなる。この点は、DERの取扱い等との関係でも議

論がありうるところであり、今後議論の進捗があった場合には、それも踏まえて適切に設定すべきと考えられる。
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１．週間運用・前日市場以前の起動の仕組み

２．市場開設等に関する事項

３．発電事業者等の売り入札

４．小売電気事業者等の買い入札
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論点①：自己計画電源の入札及び登録について

• 発電事業者が、相対契約に基づき供給を行う予定の自己計画電源について、同時市場への入札を必須とするかどうか

については、①入札を必須とした場合、相対契約を締結している当事者間において、更に市場取引の負担が生じる点

が問題となる。一方で、②入札を必須としない場合、市場外で取引される自己計画電源にも、必要な場合には公平に

制約を及ぼす仕組みが必要となる。さらに、前回検討会では、本論点について主に以下のような意見があった。

➢ 選択肢①の場合、市場との間でも電力の取引・決済が必要となるということの具体的な意味が重要。具体的には、手数料や

キャッシュの準備の負担等が、取引所を経由する場合の実務的な問題か。仮にこれが大きな負担になるとすると、選択肢②は一

つの合理的な方向性だが、両案で大きな違いはないと思われるので、運用上の都合等を踏まえて整理すればよいのではないか。

➢ 自己計画電源について、市場に出したものと市場に出さなかったものを比較すると、透明性は明らかに市場に出した方が高い。

市場に出さなかったものについては、本来はもっと厳しく、支配力を行使していないか監視が必要になるとも考えられる。特に、

自己計画電源について、市場の約定結果によらず自分の判断で止めることがあるとすると、前日市場における入札だけを監視す

るのでは不足ということにもなりうる。

選択肢

入札・登録方法
（市場運営者が必要な情報を把握

する方法）
① 必ず入札を求める ② 発電計画等の情報登録のみ行うことを認める（入札も可）

絶対出力容量・
固定出力の取扱い

＜市場取引＞
量のみ入札

（１）相対契約が紐づいていない場合 （２）相対契約が紐づいている場合

＜市場取引＞
量のみ入札

＜市場外取引＞
量のみ登録可
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（参考）自己計画電源について

第13回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年2月29日）資料３から抜粋



14

論点①：自己計画電源の入札及び登録について（続き）

• 自己計画電源については、市場内外のいずれで取引されたとしても、発電余力が出力配分可能領域として市場供出さ

れる場合には、SCUC・SCEDの結果の電源態勢は同じになる（下図参照）。その点を踏まえると、特に大きなメ

リット又はデメリットがない限り、市場取引を強制する必要まではないと考えられる。

• このため、自己計画電源については、安定供給の観点から必要な場合に制約を及ぼす仕組みの導入（市場外で取引す

る場合も、入札時と同様の電源情報を登録し、公平に制約に服すること）を前提に、市場入札を必須としないことを

基本的な方針としてよいのではないか。

• ただし、同時市場においてSCUC・SCEDで電源態勢を決定する必要上、市場外で取引された電力が前日市場・時間

前市場に売り入札された場合の処理方法等、技術的な観点を含めた実現性の検討は必要と考えられる。

（円/kWh）

（kWh）

需要曲線自己計画電源の
絶対出力・固定出力

kWh取引 ΔkW確保

供給曲線

入札・登録のいずれで

あっても計算処理上の

扱いは同じになる
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論点①：自己計画電源の入札及び登録について（続き）

• 以上を踏まえ、選択肢②を採用する場合には、自己計画電源の入札・登録方法についてはおおむね以下のような方法

が考えられるか。

➢ 入札・登録の際は、①自己計画電源である旨と②発電計画（出力量）の登録に加え、③電源情報（Three-Part 

情報、運転パラメータ）を登録する。

➢ 自己計画電源について、売り入札・登録と合わせて買い入札を行う方法により経済差替えを行う場合、後記のと

おり、買い入札は差替対象電源の地点を特定して行う。この場合において、買い入札が成立し、自己計画電源と

しての出力を行わない計画とするときは、当該出力について、以降の市場において市場計画電源の出力配分可能

領域として入札し、約定しなかったことをもって停止や出力減を行うこととする（※）。

※ この運用は、現在の入札義務の考え方（発電余力の全量供出）から当然に導かれるものであるが、このような運用を明確化す

ることによって、作業部会で指摘された、自己計画電源が発電事業者の判断で差し替えられることによる安定供給上の問題を

解決できるメリットもあるのではないか。ただし、入札内容の変更に関する規律との関係は今後の検討が必要か。

➢ なお、発電事業者は、保有する電源の出力量について、相対契約先への供給分を除き、原則として全て市場に入

札する必要がある。この観点から、発電事業者は、自らが保有する電源について、相対契約が紐付く自己計画電

源として市場外で取引を行おうとする場合には、相対契約に基づく供給予定量を自社電源に適宜割り付け、割り

付けた出力量を市場外で取引するものとして同時市場に登録し、余力は入札することになる。
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論点②：自己計画電源の制約の考え方

• 前回の本検討会では、自己計画電源に対する制約の考え方について、現行制度を踏まえた整理の方向性が提案され、

おおむね以下のような議論が行われた。特に、自己計画電源について、あらかじめ任意領域か絶対領域かを登録して

おくとされた点に関する意見が多かった（以下、前回検討会の議題１及び４に関する意見を適宜集約して記載）。

➢ 自己計画電源の入札が制限される場合の考え方を議論するに当たっては、現行制度との差分を整理することが重要。適取GLの相

場操縦規制や容量市場リクワイアメントに基づいて起動しなければならないことは現行と変わらない。ひっ迫時の供給指示や、

供給余剰の場合の出力抑制も、考え方としてはこれまでと同じであり、相対契約に基づく供給も制約に服しているはず。一方で、

出力抑制の順位が、市場の中でのメリットオーダーに変わっていくということだとすれば、そこが一つ大きな差分ということに

なると思う。この点について、現行の制度との違いが出てくるのかどうかも含めて整理してほしい。

➢ 自己計画電源の制限は、安定供給上真にやむを得ない場合に限定されるべき。先般、広域予備率に紐付く容量市場のリクワイア

メントの供給力提供通知が頻発されたように、実態とかけ離れた需給の見立てによって制限が過度に発動されることのないよう

にすることが必要。供給不足、供給余剰や系統混雑が見込まれる場合には、市場計画電源から調整してなお調整しきれない場合

に自己計画電源に制限をかけるのが合理的。また、現在は協議によって調整しているものを、事前登録によって一律に調整して

しまうことには懸念があり、任意セルフ電源と絶対セルフ電源の線引きについては、協議を省略するという現行制度との違いを

踏まえた慎重な検討が必要。

➢ 同時市場でSCUC・SCEDを行う上で、市場計画に委ねる領域を拡大していくことが日本全体の電力システムのコスト低減につな

がる。その観点から、任意セルフ電源と絶対セルフ電源との区分を設けることには賛同。今後、市場計画に委ねる部分を拡大す

ることがコスト削減につながるというシミュレーションを行うことで、任意セルフ電源の意義を理解していくことが重要。
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論点②：自己計画電源の制約の考え方（続き）

（続き）

➢ 自己計画電源を「任意」と「絶対」に分ける区分自体に異論はないし、あらかじめ登録しておくことも理解できるが、抑制側、

焚増側それぞれについて、何が絶対セルフ電源になるかという区分はそれほど簡単ではない可能性がある。今回提示された考え

方自体は合理的であり、これを基礎として議論を進めることでよいのではないか。

➢ 資料をみて、絶対セルフ電源、任意セルフ電源は、新しい概念ではないと考えていた。同時市場があろうとなかろうと外からの

制約が当然あるのであり、それについて同時市場でどう表現し、対応するかという議論をしているだけで、既にある問題だと思

う。現行制度でも、再エネよりも後に抑制される電源はあり、それは理由があってそうしているわけなので、同時市場でもそれ

を引き継ぐ形で整理されていると理解。そうすると、絶対セルフ電源とは、外生的なあるいは技術的な理由で再エネよりも後に

抑制せざるを得ない電源が全部ここに入るという整理だと受け止めた。その上で、需給バランスや系統混雑により制約が必要と

なるときにはフェアにやるという大原則が提案されたと思っている。この点について、例えば、系統混雑により抑制しなければ

ならないときに、市場計画電源は先に抑制するなどの順位をつけると、送電線に対して優先権を与えているのと同じになり、不

公正な制度になる。抑制は本当に必要なときに限定すべきというのは正当な議論だが、市場に参加しない電源の方が優先される

などという発想はありえないと思う。

➢ 市場に参加しない電源が優先され、市場取引される再エネが抑制されるというのはおかしい。電源の抑制が必要となっている場

合に、どの電源が抑制されるかされなくていいかを選択できるというのは変な話であり、抑制されない電源があるとすれば、き

ちんと混雑処理費用等を支払うのが当然ではないか。
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（参考）前回検討会で提案された整理

• 現行制度では、供給区域で供給余剰、供給不足が見込まれる場合の措置として、優先給電ルールや供給力追加措置が

定められており、自己計画電源の制約が必要となる場合についても、同様の考え方で整理する方針が提案された。

第14回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年3月24日）資料6から抜粋
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論点②：自己計画電源の制約の考え方（続き）

• 自己計画電源の仕組みは、同時市場において、Three-Part Offerに基づく約定方法が導入されることを踏まえ、燃料

調達等を含む中長期的な取引との整合性を図るため、電源稼働の予見性を確保する目的で導入されるもの。前回検討

会における議論のとおり、現行の優先給電ルール等の例外を新たに設けるものではなく、出力制御時や地内系統の混

雑発生時に優先的な送電権を認める趣旨ではない。

• この考え方に基づくと、自己計画電源の制限の発動は真に必要な場合に限定されるべきではあるものの、需給バラン

スや系統制約の観点から、再エネ出力制御や下げ調整力不足に至りうる状況となった場合には、自己計画電源も公平

に制約に服することが必要ではないか。

• 以上を踏まえ、自己計画電源の制約については次の整理としてはどうか。

① 自己計画電源の制約が必要か否かの判断方法としては、対象となる市場の直近で実施されたSCUCにおいて、市

場計画電源を調整してもなお再エネ出力制御や下げ調整力不足等の事態が生じるか否かで判断する（前回検討会

の整理案と同じ。これは、再エネ出力制御や下げ調整力不足が生じない限りは、自己計画電源が優先されること

を意味する）。

② 制約が必要と判断された場合には、自己計画電源を優先せず、メリットオーダーで公平に出力配分を行う。

• ただし、前回検討会の議論のとおり、自己計画電源の中には、出力制御に応じることが可能な電源と、困難な電源が

ある。この区分や対応方法についても、次ページのとおり、現行制度の考え方を踏襲してはどうか。



20

論点②：自己計画電源の制約の考え方（続き）

• 現行制度の考え方について、抑制側の場合を例にとると、優先給電ルールでは、火力発電等は変動性再エネよりも先

に抑制され、長期固定電源の抑制順は最後とされている。また、火力発電であっても、出力制御が困難な電源の必要

最低限の出力は抑制対象外とされている。

• そこで、自己計画電源の区分についてもこの考え方を踏襲し、発電事業者が任意セルフ電源か絶対セルフ電源かを選

択して登録するのではなく、自己計画電源の入札・登録情報から抑制順を判断する仕組みとしてはどうか。

• すなわち、自己計画電源の制限が発動された場合には、入札・登録情報に基づき長期固定電源に当たるか否かを判断

し、長期固定電源の抑制順は最後にする。それ以外の自己計画電源については、制限が発動された場合には、市場計

画電源を含めてメリットオーダーにより出力配分を行う。

• ただし、現在の運用でも、一部の石炭火力の最低出力や、LNGのBOG消費に必要な出力は抑制対象外とされている

ことを踏まえ、発電事業者は、一定の出力を確保しなければならない運転制約がある場合には、当該制約を登録し、

最低限の出力を確保することを可能とする（前回検討会における絶対セルフ電源と同趣旨）（※）。

※ どのような運転制約がありうるかは今後の検討。また、上記は需給バランス制約に基づく出力制御（優先給電ルール）の場合を

念頭に置いた議論であり、どのような運転制約を認めるかについては、系統制約に基づく出力制御ルールの内容も踏まえて検討

を行う必要がある。
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論点②：自己計画電源の制約の考え方（続き）

• 前ページの整理は、現行制度との差分としては、主に火力発電の抑制方法が変更点となる。すなわち、現行の優先給

電ルールでは、抑制順が同列の電源については個別協議により抑制を行っているのに対し、今回の提案では、より透

明性が高く、メリットオーダーで抑制が行われることになる（※）。

※ 系統制約に基づく出力制御は、同列の電源については現行ルールでもメリットオーダー（又は一律）である。

• この点の評価や対応としては、以下のように考えられるのではないか。

➢ 個別協議を行わない点については、現行の個別協議においても、抑制対象外とすることが自由に認められているわけではなく、

一定の理由がある場合に、必要最低限の出力が認められているものと考えられる。したがって、どのような場合に抑制対象外と

されうるかをあらかじめ明確化しておき、それを踏まえて、発電事業者が出力制御が困難である理由（運転制約）を事前に登録

することにより、多くの場合については対応が可能ではないか。なお、どのような運転制約が認められるかを含め、運転制約の

登録規律については引き続き検討する必要がある。

➢ また、事前登録による対応が困難な例外的な場合については、発電事業者が、市場約定後に、約定結果に従うことができない旨

を連絡し、個別調整を行うこととしてはどうか。例えば、発電事業者は、約定結果にかかわらず、当該電源の抑制に応じること

ができない以上、抑制しない前提で発電計画を作成・提出し、次の市場で、抑制が困難な運転制約がある電源として登録する。

同時市場は、これに基づいてSCUC・SCEDを行い、電源態勢を補正することなどが考えられる。

➢ メリットオーダーについては、抑制順位が同列の電源の出力配分をする上で、一つの公平な仕組みであると考えられる。さらに、

Three-Part 情報について、実コストよりも低価格で登録することも可能とすれば、発電事業者は、その時点における電源稼働の

必要性を加味した登録ができ、その結果、その時点の状況をより反映したメリットオーダーとなるのではないか。
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論点②：自己計画電源の制約の考え方（続き）

• 自己計画電源の入札・登録方法と制約についての以上の考え方をまとめると下記のとおり。これまで抑制側を例に検

討をしたが、焚増側も基本的に同様と考えられる。このような仕組みとすることについて、どのように考えられるか。

➢ 発電事業者は、電源の入札・登録時に、自己計画電源であること、発電計画（出力量）、Three-Part 情報等の電源情報を登録す

る。この際、自己計画電源に限らず、Three-Part 情報を実際の費用より低価格で入札することも可能とする。

➢ 自己計画電源の定格出力と登録された出力量との間に差分がある場合には、当該差分（余力）については、市場計画電源の出力

配分可能領域として上記 Three-Part 情報で入札されたものとする。

➢ 自己計画電源の制限が必要か否かは、対象となる市場の直近で実施されたSCUCにおいて、変動性再エネの出力制御に至ったか

否か（抑制側）及び広域予備率不足に至っているか否か（焚増側）等で判断する。なお、この判断方法を採用する場合、制限の

解除方法（解除のタイミングや条件）については検討が必要。

➢ 自己計画電源の制限が行われた場合、長期固定電源及び所定の運転制約に基づく最低出力については、原則として抑制順を最後

にする。それ以外の自己計画電源については、抑制側の制限においては、絶対出力の登録が認められず、市場計画電源と横並び

で、Three-Part 情報に基づくメリットオーダーで起動停止・出力配分が行われる。焚増側の制限においては、自己計画電源と

して設定された出力容量上限にかかわらず、原則として定格出力の範囲で、メリットオーダーで出力配分が行われる（もっとも、

制限が発動されていない場合でも、発電余力は出力配分可能領域として入札されていることが原則である）。

➢ なお、自己計画電源は自ら起動を確定させるものであるため、起動費等の個別補償（アップリフト）の対象とはならない（第4

回本検討会で扱われた北米市場の例と同じ整理）。
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（参考）下げ調整力が不足する場合の措置

• 電力広域的運営推進機関 送配電等業務指針（平成27年4月28日施行、令和7年1月6日変更）（抄）

（下げ調整力の活用）
第１７３条 一般送配電事業者及び配電事業者は、電力設備の故障、需要予測又は発電予測の誤差等によって、供給区域の需要に対する電気の供給が

余剰になると見込まれる場合は、一般送配電事業者及び配電事業者が調整力としてあらかじめ確保する発電設備等について次の各号に掲げる措置を
講じる。
一 発電設備等の出力抑制
二 揚水発電設備の揚水運転
三 需給バランス改善用の蓄電設備の充電

（下げ調整力が不足する場合の措置）
第１７４条 一般送配電事業者は、前条の措置を講じても一般送配電事業者の供給区域の電気の余剰を解消できず、下げ調整力不足又は下げ調整力不

足の発生するおそれがあると判断した場合には、次の各号の順位に従って同号に掲げる措置を講じる。
一 一般送配電事業者及び配電事業者が調整力としてあらかじめ確保していない発電設備等について次のアからウまでに掲げる方法（第３号から第

５号まで及び第７号に掲げる方法を除く。）
ア 火力電源等（出力制御が困難な電源及び下げ調整力不足の解消への効果が低い電源は除く。以下同じ。）の発電設備等の出力抑制
イ 揚水発電設備の揚水運転
ウ 需給バランス改善用の蓄電設備の充電

二 長周期広域周波数調整
三 バイオマスの専焼電源（ただし、次号の地域資源バイオマス電源を除く。以下同じ。）の出力抑制
四 地域資源バイオマス電源の出力抑制
五 自然変動電源の出力抑制
六 業務規程第１１１条に定める本機関の指示に基づく措置
七 長期固定電源の出力抑制

２ 一般送配電事業者は、前項各号の措置の実施に要する時間等を考慮した上で、配電事業者及び関係する電気供給事業者に対し、実施に必要となる
要請又は指令を行う。
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（参考）下げ調整力不足時の発電設備（火力）の対応方法

• 再エネ出力制御の検証において、下げ調整力不足時の調整電源（火力発電）の対応方法が公表されている。以下は九州電力送配電の

例であるが、他の送配電事業者も基本的に同じ。

電力広域的運営推進機関HP「九州エリアにおける再生可能エネルギー発電設備（自然変動電源）の出力抑制に関する検証結果の公表について（2024年10月～12月分）」掲載の参考資料から抜粋
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（参考）Upliftに関する北米市場の例

第4回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年11月27日）資料5-2から抜粋
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論点③：運転パラメータの登録

• 前回検討会で提示したとおり、運転パラメータについては、原則として電源の仕様・性能に基づき登録

することとし、市場の約定結果に従った起動・出力が困難な場合には、発電事業者がその旨を連絡し、

個別に調整（例えば、修正後の起動時間に基づいて、次の市場におけるSCUC・SCEDを行い、電源態

勢を補正する等）を行うこととしてはどうか（※）。

※ なお、中間取りまとめの整理のとおり、このような場合を含め、発電BGは、当該電源の起動・出力不足による計

画発電量と実発電量の差分について、前日市場で約定しなかった自社電源の追加起動・出力によって対応するこ

とも可能。その方法としては、例えば、発電BGは、余力の追加起動・出力を織り込んだ発電計画を作成・提出し

た上で、発電BGの判断で追加起動・出力させる電源を自己計画電源として登録又は次の市場で入札すること等が

考えられる。この方法の場合、自己計画電源の制限が発動されていない限り、発電BGの主体的な電源運用が可能。

• 登録すべき運転パラメータは、現行制度において、送配電事業者が調整電源について把握している内容

（次ページ参照）や、現在の技術検証で用いられているSCUCの制約条件、北米市場の事例等を参考と

して、同時市場の詳細設計を行う段階で決定してはどうか。

• その際、例えば、起動時間について、停止時間の長短に応じた複数の起動時間の設定を可能とするなど、

柔軟かつ負担の少ない電源運用を可能とする観点から検討を行うことが重要ではないか。
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（参考）送配電事業者が把握している電源情報

第2回卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の在り方勉強会（2022年2月14日）資料４から抜粋
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論点④：時間前市場における電源の入札

• 前回の本検討会では、時間前同時市場における入札対象や取引対象について、主に以下の意見があった。

➢ 時間前市場における取引対象について、前日同時市場の約定結果を尊重し、その差分のみを対象にするのか、あるいは前日同時

市場の約定も含めて対象にするのか。その場合、前日同時市場結果の対価の扱いをどうするのかについても整理が必要。

• 時間前同時市場における発電事業者の入札については、①前日市場における約定結果による収入・支払を前提として、

前日市場の約定結果にかかわらず、電源の定格出力全体について入札を行う方法と、②前日市場で未約定の部分（売

れ残った部分）に限定して入札を行う方法が考えられる。

前日市場 時間前市場

入札100

約定80

入札100

前日市場 時間前市場

入札100

約定80

入札20

選択肢① 選択肢②

時間前市場では前日市場の未約定部分のみ入札時間前市場でも定格出力全体について入札
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論点④：時間前市場における電源の入札（続き）

• この点について、現在検討中の同時市場において、時間前同時市場の導入を目指すこととした目的は、前日市場後、

実需給までの間の需給予測の変化に応じ、柔軟な電源態勢の組替えを可能にすることにある。

• 選択肢②を採用した場合、前日市場後に想定需要が増加していく方向であれば大きな問題はないと思われるものの、

想定需要が減少していく場合や、変動性再エネの想定出力が大幅に増加した場合、また、それらの結果前日市場では

想定していなかった地点で混雑が発生する場合などにおいて、前日市場の約定部分が固定されていると、時間前同時

市場の約定を通じた対応が困難になる。その点を考慮すると、定格出力全体について入札を行う選択肢①が適当では

ないか。

• この場合、取引対象については、検証Ｂにおいて示されているとおり、前日市場と時間前市場の約定量の差分につい

て精算を行う仕組みとすることが考えられる。これは、時間前市場において、前日市場の約定量との差分を取引する

ことと経済的には同じであり、発電事業者にとっても、より経済的な電源運用が可能となると思われる。

• また、同時市場のシステム上、前日市場との差分について、約定量が増加した場合には発電事業者が売ったこととみ

なし、約定量が減少した場合には発電事業者が買い戻したこととみなして取引結果を作成し、精算する仕組みを設け

れば、発電事業者が、時間前市場において、前日市場の約定量に応じて売り入札と買い入札を使い分ける必要はなく、

入札方法としては定格出力全体についてThree-Part Offerを行うことで足りることになり、簡明な方法となるので

はないか。
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（参考）差分精算の例

• 下記設例では、電源Ａについては、前日市場と時間前市場とで約定量が変わらないため、時間前市場で精算は発生しない。すなわち、

時間前市場において、前日市場のkWh収入700円を返し、600円を受け取ることにはならない。

• 電源Ｂについては、前日市場のkWh収入は560円。時間前市場では、前日市場の約定結果を無視して市場に560円を返し300円を受

け取るのではなく、約定量の減少分30に時間前市場価格6円/kWhを乗じた額180円を市場に支払う。これにより差引380円のkWh収

入となり、燃料費300円を引いた80円が利益となる。これに対し、発電事業者は、時間前市場において電源Ｂを自己計画電源として

入札し、前日市場の約定結果を固定することも可能であるが、その場合は燃料費500円の負担により利益は60円となる。

• 以上のとおり、時間前市場において差分精算を

行うことにより、前日市場の約定結果との差分

を取引対象としていることになる。

• また、想定需要の増加局面で市場価格が上がり、

減少局面で市場価格が下がることを前提とすれ

ば、選択肢①を採用し、差分精算の仕組みを導

入することで、電源の売り手にとってより経済

的な電源運用が可能となる。

※ 左記棒グラフ中のkWh単価は出力帯（～60kW、

60～90kW、90～100kW）ごとの燃料費を記載

している。

３円/kWh

４円/kWh

５円/kWh

６円/kWh

７円/kWh

８円/kWh
100

90

60

電源A 電源B 電源A 電源B

３円/kWh

４円/kWh

５円/kWh

６円/kWh

７円/kWh

８円/kWh100

90

60

時間前市場

想定需要 ：150
市場価格 ：6円/kWh
電源Ｂの約定量：50

80

50

前日市場

想定需要 ：180
市場価格 ：7円/kWh
電源Ｂの約定量：80
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（参考）前日・時間前市場の市場価格検証結果

第11回同時市場の在り方等に関する検討会（2024年8月19日）資料５から抜粋
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論点④：時間前市場における電源の入札（続き）

• 他方、前日市場の約定結果を尊重すべきとの意見には、経済的な観点だけではなく、発電事業者の電源運用の負担を

考慮すべきとの観点も含まれていると考えられる。すなわち、時間前市場において、直前の市場の約定結果に反する

起動・停止が頻繁に求められるとすると、発電事業者の対応負担が大きくなる可能性がある。

• もっとも、この点については、時間前市場におけるSCUCは、本検討会で報告されているとおり、前日市場の需要、

再エネ、発電機データを、最新の状況を反映して引き継ぐ想定である。そうすると、前日市場と同様のロジックで発

電コストを最小化する計算処理を行うならば、需給の状況に大きな変化がない限り、前日市場と大きく異なる電源態

勢となることは通常はないと考えられる。

• また、発電事業者は、時間前市場において最低出力までを自己計画電源の絶対出力として入札することにより、起動

状態を固定することも可能であり、そのような方法により、発電事業者の負担を軽減する対応も可能ではないか。
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（参考）SCUCにおけるデータの引継ぎ

• 技術検証で示されているとおり、前日・時間前市場のSCUCは最新の状況を反映した電源データに基づいて行う。

第14回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年3月24日）資料6から抜粋
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（参考）小売電気事業者の売り入札

• なお、時間前市場において電源の定格出力全体を入札の対象とする（選択肢①）としても、計算処理の方法を工夫することにより、

小売電気事業者が前日市場等で調達した電力を時間前市場で売る仕組みの設計は可能と考えられる。以下は一例である。

• 精算については、この場合も、約定結果に基づいて差分精算を行う。下記の例では、小売Cは40の売り（需要の減少）について時間

前市場から240円を受け取り、小売Ｄは10の買い（需要の増加）について60円を支払う。前掲のとおり、電源Ｂは時間前市場で180

円を支払うので、収支は一致する。ただし、この点も、同時市場の詳細設計を行う段階で技術的な観点も含めて検討が必要。
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小売Ｃ：想定需要 120 を 9円/kWhで買い入札

小売Ｄ：想定需要 60 を 8円/kWhで買い入札

約定量：180 ／ 市場価格：7円/kWh

小売C 小売Ｄ
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で買い
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120
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小売Ｃ：調達余剰 40 を 5円/kWh で売り入札
⇒ 80を絶対買い、40を5円未満/kWhで買いとして計算

小売Ｄ：追加需要 10 を 8円/kWhで買い入札
⇒ 60を絶対買い、10を8円/kWhで買いとして計算

約定量：150 ／ 市場価格：6円/kWh

小売C 小売Ｄ

120

5円/kWh
で売り

8円/kWh
で買い
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１．週間運用・前日市場以前の起動の仕組み

２．市場開設等に関する事項

３．発電事業者等の売り入札

４．小売電気事業者等の買い入札
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論点①：買い入札の方法について

• 小売電気事業者及び発電事業者の買い入札について、前回検討会では、主に以下の意見があった。

➢ SCUCを行う上で、需要がどのノードに属しているかを情報として持っておくということはとても重要であり、検討の方向でよ

いのではないかと思うが、需要がどのノードに属しているかは系統構成によっても変わりうるのではないかと思う。現在の

SCUCでは、上位二電圧階級を対象に最適化計算を行っているが、上位二電圧階級のどの変電所に属しているかは、系統構成を

変えれば変わりうると思われるので、需要家側で情報を出すということができるのか。それとも需要家側はどの需要を入札した

いのかというＩＤのようなものだけを出して、どのノードに属しているかは、むしろTSO側でないと把握できないようなことに

なるのか。

➢ 小売事業者の買い入札について、現在と同様にエリアごと、コマごとに情報を登録するという整理は、小売はエリアごとの総需

要を全体として想定しているケースがほとんどだと思うので、実務にもフィットするのではないかと感じた。その上で、揚水や

電源差替えなど一定の買い入札について地点を特定した入札を求めることについては、相対契約において特定の電源が紐付く

ケースはあまりなく、通常はポートフォリオで売っているケースが多いと思うので、電源を差し替えたときに、その電源をどの

卸契約に目掛けて買い入札をしに行くのかみたいな話を１対１で紐付けるのは、実務的にはしていないのではないか。特に差し

替えのところは事業者の実務の観点も検討したほうがよいのではないか。

➢ 買い入札に関する論点でも、ご承知のとおり、電源側で買い入札するということも結構起こりうると思っていて、太陽光の場合

は、前日市場でたくさん発電すると思っていたら、当日は思ったより発電しないという場合は買い戻すということが起こると思

うので、そのときは電源で買いが入る。しかも、場所が分かっているので、そういう場合は、どういうふうな入札が望ましいの

かというのは、電源が買い入札を入れる場合の論点というのは必要かと思う。
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論点①：買い入札の方法について（続き）

• 前回検討会における指摘のとおり、一般的には、小売電気事業者が地点を特定して需要量を把握することは、現在の

実務の運用だけでなく、技術的にも困難な面があると考えられる。このため、この点は将来的な課題とし、現時点で

は、前回検討会において提示された方向性のとおり、小売電気事業者は、エリア・コマごとに希望する量と価格を登

録して買い入札を行うことを原則としてはどうか。また、価格を登録しない買い入札も可能としてはどうか。

• 一方で、発電事業者等が行う、揚水発電のくみ上げの需要や、大型の火力発電の経済差替えのための買い入札等で、

地点が特定可能なものについては、同時市場が行うSCUCの結果をより実態に合致したものとし、計算の収束性を向

上させる観点から、地点を特定した入札を求めることとしてはどうか。この点について、現在の相対取引の実務では、

供給元の電源を特定していない点に留意する必要はあるものの、経済差替えのために買い入札を行う場合、差し替え

により停止を想定する電源は、買い入札の時点では特定が可能であるとも考えられるのではないか。

• さらに、データセンター等大規模の需要で、使用電力量の変動が大きく、かつ地点を特定可能なものについても、可

能な範囲で地点を特定した入札を求めることも考えられるか。
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論点②：相対契約が紐付く需要の入札義務

• 前記３．論点①のとおり、相対契約が紐付く自己計画電源の入札義務に関して、市場取引の強制による負担増を避け

る等の観点から入札を必須としない場合（選択肢②）には、相対契約が紐付く需要についても、市場に買い入札をす

ることを強制する必要はなく、市場外で供給を受ける需要量として登録をすることも認めてよいと考えられる。

• この場合の需要量の登録方法については、発電事業者の自己計画電源の登録と同様、同時市場に対し、入札の代わり

に登録を求める方法だけでなく、実需給の前日に提出する需要調達計画（翌日計画）をもって代替する方法等も考え

られるが、この点は、合理的な制度設計が可能であり、かつ事業者にとって負担の少ない方法を検討することとすれ

ばよいのではないか。
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